
資金調達及び設備投資の見込み 
 

2019 年度 
（2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日まで） 

 
（１）資金調達 
 

○当期中における借入の予定はない。 
 

（２）設備投資 
 

○当期中における重要な設備投資。 
 

①基幹業務システム等におけるソフトウェア取得 
27 百万円（前年度予算 69 百万円、同実績見込 68 百万円）  
うち 
新 CMA 教育プログラム見直し対応       20 百万円 
会費銀行振込廃止・資格称号制定対応等    7 百万円 

 
②基幹業務システム、パソコン等の什器備品取得 

3 百万円（前年度予算 2 百万円、同実績見込み 2 百万円） 
うち 
パソコン更新   3 百万円 

 
○いずれも資金手当てとしては事務施設積立基金ないし流動性預金の取り崩

しを予定。 
 
○除却または売却の予定なし。 

以上 
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